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要       約 
 底びき網漁業の漁獲動向とコホート解析による資源計算値から、ムシガレイ資源の現状

を検討した。日本海西部海域のムシガレイ資源は、1980 年代に減少して、1990 年以降は
増減しながら同水準にある。漁獲圧は同程度の水準で推移し、加入量も一定の水準を保っ

ていることから、現状の漁獲圧のもとで、資源は現状の水準を保つことが期待される。し

かし、資源が低位水準にあることから、漁獲圧を下げることが望ましい。再生産成功率（加

入量÷親魚量）が近年 10 年間（1995～2004 年）の中央値で継続した場合に、親魚量の緩
やかな増加が期待できる漁獲量を ABClimit、それよりやや少なく不確実性を見込んだ漁獲
量を ABCtargetとした。 
 

 2007年 ABC 資源管理基準 Ｆ値 漁獲割合 
ABClimit 14百トン 0.9 Fcurrent 0.46 32％ 
ABCtarget 12百トン 0.8・0.9 Fcurrent 0.37 27％ 
漁獲割合は ABC／資源量。Fcurrentは 2005年の F 。F値は各年齢の単純平均。 

 
年 資源量(トン） 漁獲量(トン） Ｆ値 漁獲割合 

2004 4,100 1,187 0.40 29％ 
2005 4,400 1,551 0.51 35％ 
2006 4,300 ‐ ‐ ‐ 

2006年の資源量は加入量を仮定した値である。 
 

水準：低位   動向：横ばい 
 

1．まえがき 

 ムシガレイは、底びき網、刺し網、はえ縄等で漁獲されるが、その大半は２そうびき沖

合底びき網（以下沖底）及び小型底びき網（以下小底）によるものである。漁獲量は盛時

には沖底のみでも 5 千トン近くあったが、1978 年以降は減少し、1987 年以降は沖底と小
底を合わせて 1～2千トンで推移している。 
   

2．生態 

（1）分布・回遊 
 ムシガレイは日本近海の大陸棚暖水域に分布する。日本海側では青森～対馬までの広範

囲に分布するが、島根県及び山口県沖の日本海南西部海域が主分布域である（図 1、今岡・
三栖 1970）。標識放流、産卵・成熟、成長等の知見から、対馬以東の群と以西の群の独立
性が高いという報告がある（三栖ほか 1972）一方、対馬以東の資源は対馬以西からの移送



によって支えられるとする仮説（木下 1992）もある。現時点では、資源管理上、日本海西
部海域に分布するムシガレイをひとつの単位と見なすことが妥当であると考える。 
 

（2）年齢・成長 
 全長は 1 歳で約 14cm、2 歳で約 19cm となり、雌雄差はみられないが、3 歳で雌雄それ
ぞれ約 25、23cm、4歳で約 28、26cm、5歳で 31、28cm、6歳で 32、30cm、7歳で 33、31cm
になり、雌雄差が生じる（図 2、上田ら 未発表）。生息水深や生息水温帯が広く、個体に
よる成長の分散が大きいのが特徴である。 
 

（3）成熟・産卵生態 
 雄は 2 歳、雌は 3 歳で成熟を始め、対馬以西では 1 月下旬～2 月下旬に、対馬以東では
若干遅く、2月上旬～3月上旬に産卵盛期を迎える （今岡 1971）。資源計算においては、2
歳の成熟率を 0.4、3歳以上の成熟率を 1とした（図 3）。 
 

（4）被捕食関係 
 体長 100mmぐらいまでは小型甲殻類を主要な餌とし 100mm以上ではエビ・カニ類、イ
カ類などを捕食するようになる。さらに体長約 150mmから魚類を捕食するようになる（今
岡 1972）。 
  

3．漁業の状況 

（1）漁業の概要 
ムシガレイは日本海西部海域において、底びき網や刺網、釣・はえ縄等で漁獲されてい

るが、漁獲の大半は底びき網漁業によるものである。２そうびき沖底の漁獲が底びき網漁

獲量の 60～80％を占め、残りが小底による（図 4、表 1）。本報告では、日本海西部海域で
操業する沖底と小底の漁獲量のみについて資源計算を行い、ABCを算定する。 
 

（2）漁獲量の推移 
漁獲量は 1980年代前半に減少した後、数年に渡る増減傾向を持って推移している（図 4、

表 1）。2004年には 12百トン、2005年には 16百トンの漁獲があった。 
近年の 2そうびき沖底の漁獲量は 1千トン前後、小底の漁獲量は 3百トン前後で推移し

ている。 
ムシガレイは韓国水域にも分布し、韓国の農林統計ではカレイ類にまとめられている。

韓国全域で 2004 年には 1.2 万トン、2005 年には 1.5万トンのカレイ類が漁獲されている。
カレイ類のうちのムシガレイの割合は明らかにされていない。 
 

（3）漁獲努力量の推移 
2 そうびき沖底のムシガレイに対する有効努力量は、1980 年代前半には 80 千網近くあ

ったが、その後、2000年まで減少傾向が続き、近年は 30千程度で安定している。（図 5）。 
 

 



4．資源の状態 

（1）資源評価の方法  
漁獲量、漁獲努力量等の情報を収集し、漁獲物の生物測定結果とあわせて年齢別の漁獲

尾数による資源解析を行った。 
 

（2）資源量指標値の推移 
沖底（2そうびき）が漁獲したムシガレイの資源量指数（月別漁区別 1網当たり漁獲量

の総和）は、1980年代に減少し、1990年以降は増減を繰り返しながら同水準にある（図 6）。 
資源密度指数（月別漁区別 1網当たり漁獲量の平均）は、資源量指数と概ね同様の経年

変動傾向を示しているが、1995年以降に漸増傾向が見られる（図 7）。 
 

（3）漁獲物の年齢組成 
 1993～2005年の年齢別漁獲尾数を推定した（図 8、表 2、補足資料）。小型底びき網漁業
の漁獲物調査を行っていないので、沖合底びき網漁業と同じと仮定している。毎年、1～2
歳魚を主体に漁獲されている。 
 

（4）資源量の推移 
年齢別漁獲尾数により計算された（コホート計算）資源量を図 9 に示す（補足資料）。

資源計算は 1歳魚以上について行っているので、資源量は 0歳魚を含まない漁獲対象資源
を表す。 
資源量は増減を繰り返しながら、1993～2005年に 4千トン程度で同水準を保っている。

加入量（資源計算の 1歳魚資源尾数）は、1995年、2001年にやや高い値を示しつつ、1993
～2005 年に一定の水準で推移している（図 10）。親魚量も安定している（図 10）。親魚量
と加入量の関係は、バラツキが大きく明瞭な関係は認められない（図 11）。 
再生産成功率（加入量÷親魚量）は、（親魚量と産卵量に比例関係があるとして）、発生

初期の生き残りの良さの指標値になると考えられる。ある年（N 年）の加入量（1 歳魚）
を前年の親魚量で除した値を（N 年の）再生産成功率として図 12 に示す。再生産成功率
は一定の水準で推移しており、1995年、2001年にはやや高い値になった。 
コホート計算に使用した自然死亡係数（M）の値が資源計算に与える影響を見るために、

Mを変化させた場合の 2005年の資源量、親魚量、加入量を図 13に示す。Mが大きくなる
と、いずれも大きくなる。 
 

（5）資源の水準・動向の判断 
 1979 年以降の漁獲量と資源量指数は、近年低い水準で推移している。資源密度指数は、
近年漸増傾向にあり、2005 年の値は 1979～2005 年の中位とも見なすことができる。しか
し、資源量は 1993～2005 年に同程度の水準を保っていて、増加傾向が見られないことか
ら、この間の資源水準は低位にあるとするのが妥当であろう。従って、1979～2005年にお
ける資源水準として、2005年の資源は低位であると判断する。 

2001～2005 年の資源量には若干の減少傾向が見られるものの、1993～2005 年の最高で
あった 2001 年の加入量に影響された傾向であり、その後の加入量も比較的安定している



ことから、動向を横ばいと判断する。 
 

5．資源管理の方策 

（1）資源と漁獲の関係 
漁獲係数 F（各年齢の Fの単純平均）は、1993～2005年に同程度の水準で推移している

（図 14）。資源量のかなりの割合（30～40％）を漁獲する漁獲圧がかかっているが、資源
量は一定水準を保っており、安定した加入量のもとで、漁獲圧と加入量の均衡がとれてい

ると推察される。 
現状の漁獲圧のもとで、資源は現状を維持することが期待される。しかし、資源は低位

水準にあると判断されるので、漁獲圧を下げることが望ましい。 
年齢別選択率を一定（2005年）として Fを変化させた場合の、加入量当り漁獲量（YPR）

と加入当り親魚量（SPR）を図 15に示す。現在の F（Fcurrent）は Fmaxと同程度である。 
 

（2）資源と海洋環境の関係 
 ムシガレイの資源変動と環境要因に関する報告は過去にみられない。ムシガレイの生息

域である日本海西部海域底層は、対馬暖流と日本海固有水が接する海域であり、それらの

変動に伴う水温環境の変動が大きく、ムシガレイの着底から幼魚期の生残に影響を及ぼし

ている可能性がある。一方、加入量は比較的安定しており、環境による生残条件の年変動

が、ソウハチ等と比べて小さいことも想定される。 
 産卵から幼魚期に至る 4～6月の島根県沖の 150m層水温と再生産成功率の相関関係を調
べたところ、ソウハチで見られたような関係は見いだせなかった。 
 

6．2007 年 ABC の算定 

（1）資源評価のまとめ 
資源は 1993～2005 年に同水準で増減を繰り返している。漁獲圧は同程度の水準で推移

し、加入量も一定の水準を保っていることから、現状の漁獲圧のもとで、資源は現状の水

準を保つことが期待される。しかし、資源が低位水準にあることから、漁獲圧を下げるこ

とが望ましい。 
 

（2）ABCの算定 
資源計算を行ったが、資源回復の水準である Blimit 等を定めるためにはさらに検討が必

要であると判断し、ABC算定規則 1-3）を使用する。資源の水準は、低位であり、1-3-（3）
に相当する。ABCを算定するための漁獲係数 Fを以下によって定める。 
 

      Flimit =（基準値か現状の F）×β2 
      Ftarget = Flimit × α 
 

 現状の Fを 2005年の Fとし、これをもとに Flimitを検討する。 
ABC の算定及び「（3）漁獲圧と資源動向」の計算には、以下の仮定を置いた。2006 年

は、2005年と同じ Fで漁獲される。2007年以降の年齢別選択率は 2005年と同じ（4歳以



上の Fを 1とすると、1歳＝0.39、2歳＝0.85、3歳＝1）。2006年以降の再生産成功率は過
去 10年の中央値（1995～2004年）で一定（0.014尾／g）。2006 年の漁獲量は 15 百トン。 
これらの仮定のもとでは、次の「漁獲圧と資源動向」で見るように、現状の Fは親魚量

を維持する F（Fsus）程度である。現状の F を 10％程度下げれば、親魚量が緩やかに増加
する計算になる。 
資源量は比較的安定しているが、低位水準と判断されるので、2005年と同程度（資源計

算を行った 1993～2005年の平均漁獲量程度）の漁獲量水準に留めることが妥当であろう。
現状の F を 10％減じた F で予想される 2007 年漁獲量は 14 百トンで、2005 年と同程度で
ある。0.9Fcurrentを Flimitとして提案する。 
また、Ftargetを設定するための安全率αは、標準値の 0.8とする。 
 

 2007年 ABC 資源管理基準 Ｆ値 漁獲割合 
ABClimit 14百トン 0.9 Fcurrent 0.46 32％ 
ABCtarget 12百トン 0.8・0.9 Fcurrent 0.37 27％ 
漁獲割合は ABC／資源量。Fcurrentは 2005年の F 。F値は各年齢の単純平均。 

 

（3）漁獲圧と資源動向 
ABC算定と同じ仮定のもとで、現状の F（2005年の F）を変化させた場合に、期待され

る漁獲量と親魚量を下表と図 17、18に示す。 
 

   漁獲量（トン） 親魚量（百トン） 
F × Fcurrent 2007 2008 2009 2010 2011 2007 2008 2009 2010 2011 

0.31 0.6   997 1,199 1,372 1,548 1,766 28 36 41 46 52 

0.36 0.7  1,132 1,301 1,439 1,574 1,738 28 34 38 41 45 

0.41 0.8  1,260 1,384 1,480 1,570 1,679 28 32 35 36 39 

0.46 0.9  1,381 1,451 1,502 1,546 1,600 28 30 32 32 33 

0.51 1.0 ≒Fsus 1,495 1,504 1,509 1,506 1,509 28 29 29 29 29 

0.56 1.1  1,603 1,544 1,503 1,456 1,413 28 27 27 26 25 

0.62 1.2  1,705 1,573 1,488 1,398 1,314 28 26 24 23 22 

 

（4）ABCの再評価 
前年の評価は再生産成功率の 2002～2004 年（1 歳加入年）の減少傾向を重くとらえ、

ABC を低く算定していた。本年の評価では、再生産成功率は 2001 年にやや高く、それ以
外は比較的一定した水準にあると見られることから、低位水準ながら資源は安定している

ととらえたこと、及び比較的安定している資源において親魚量の緩やかな増加を目指すと

いう観点から、高い回復目標を設定しなかったことによって、ABCの再評価値も大きな値
となっている。 
 
 



評価対象年 
（当初・再評価） 

管理基準 資源量 
（トン） 

ABClimit 
（トン） 

ABCtarget 
（トン） 

漁獲量 
（トン） 

2005年（当初） 0.8 Fcurrent - 900 700 - 
2005年（2005年再評価） 0.8 Fcurrent - 592 506 - 
2005年（2006年再評価） 0.9 Fcurrent  - 1,400 1,200 1,551 
2006年（当初） 0.95 F30% - 370 310 - 
2006年（再評価） 0.9 Fcurrent 4,900 1,400 1,200 - 
（前年までは資源量を一部漁獲対象のみについて計算していたので記載していない） 
 

7．ABC 以外の管理方策の提言 

 年齢別漁獲尾数は、1～2歳魚の割合が 55～86%と高く、商品価値の低い小型個体が多く
漁獲されていることを示している（図 8、表 2）。また、商品サイズにならない小型個体が
投棄されている実態がある（石川県ほか 1994）。小型個体の保護策についても検討する必
要がある。 
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2
1979 3,948  3,948 
1980 4,094  4,094 
1981 3,668  3,668 
1982 3,760  3,760 
1983 2,614  2,614 
1984 2,541  2,541 
1985 1,813  1,813 
1986 1,959 456 2,415 
1987 1,425 379 1,804 
1988 1,058 314 1,372 
1989 1,196 317 1,513 
1990 1,288 428 1,717 
1991 1,393 331 1,723 
1992 1,326 393 1,719 
1993 962 362 1,324 
1994 970 333 1,303 
1995 1,145 531 1,676 
1996 1,365 593 1,958 
1997 1,087 408 1,495 
1998 618 426 1,044 
1999 872 366 1,238 
2000 1,144 355 1,498 
2001 1,389 333 1,722 
2002 1,525 326 1,851 
2003 1,361 354 1,714 
2004 997 190 1,187 
2005 1,206 345 1,551 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2  

 

1 2 3 4+ 1 2 3 4+

1993 10 51 45 19 2 30 57 44 

1994 39 59 33 20 7 35 43 46 

1995 139 81 39 20 24 48 50 46 

1996 56 103 51 27 10 61 65 60 

1997 135 62 33 20 23 37 43 47 

1998 30 53 25 16 5 31 32 36 

1999 49 56 31 18 8 33 40 42 

2000 85 63 36 23 14 37 46 52 

2001 231 74 33 20 39 44 42 47 

2002 121 101 42 22 21 60 53 51 

2003 65 72 43 27 11 43 55 63 

2004 29 58 28 19 5 34 36 43 

2005 65 78 36 22 11 46 46 52 

 

F

1 2 3 4+ 1 2 3 4+

1993 0.04 0.40 0.72 0.72 309 181 104 45 

1994 0.13 0.41 0.63 0.63 398 210 85 51 

1995 0.40 0.50 0.64 0.64 503 248 98 51 

1996 0.23 0.73 0.85 0.85 323 237 106 56 

1997 0.47 0.53 0.68 0.68 428 181 81 49 

1998 0.12 0.41 0.51 0.51 314 189 75 46 

1999 0.19 0.42 0.55 0.55 345 195 89 51 

2000 0.26 0.47 0.64 0.64 442 202 90 57 

2001 0.56 0.46 0.57 0.57 644 240 89 55 

2002 0.41 0.62 0.63 0.63 432 260 107 57 

2003 0.24 0.55 0.74 0.74 357 202 99 62 

2004 0.10 0.43 0.53 0.53 352 197 82 54 

2005 0.25 0.54 0.63 0.63 351 224 91 56 

 

 

 

 

 

 



3  

 

g

1993 394 277 309 34 

1994 419 276 398 31 0.0144 

1995 474 300 503 35 0.0182 

1996 457 317 323 43 0.0108 

1997 397 259 428 38 0.0135 

1998 367 246 314 28 0.0121 

1999 406 278 345 30 0.0140 

2000 443 295 442 34 0.0159 

2001 494 299 644 35 0.0218 

2002 495 329 432 37 0.0144 

2003 449 316 357 38 0.0109 

2004 407 277 352 29 0.0111 

2005 441 301 351 35 0.0126 

 



  

 

 

1989 2003

1,708

3 5 6 8 9

11 12 2 1cm 17

3 3 2 1  

1997 2003 3 5 6 8 9 11

12 2 36 17

1993 2005

 

 

 

 

 

1993 2005

0 1

2005

4+ 4 M

1960 7 M 2.5÷ 7 0.35  

 

 1 2 3 4+ 

g  17 59 128 235 

%  0 40 100 100 

 

Pope 4 4+ 3

F  

 

Na+1,y+1 = Na,y exp( Fa,y M)  (1) 

N4+,y+1 = N4+,y exp( F4+,y M) + N3,y exp( F3,y M)  (2) 

Ca,y = Na,y exp(
M

2
)(1 exp( Fa,y ))  (3) 

F4+,y = F3,y  (4) 

 

N C a y  



2005 3 F 2

1993 2005 1 2

F 2005 3 2002 2004 3 F

 

1998 1999 2002 2003 2004

2005 1999

2005  

 

 最小 ln(q2By ) ln(CPUE2y ){ }
2

y=1999

2005

 (5) 

q2 =

CPUE2y
y=1999

2005

By

y=1999

2005
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 (6) 

 

B CPUE2 2 F1,2005 = 0.248

F2,2005 = 0.537 F3,2005 = 0.634 F4+,2005 = 0.634  




